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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラスチック光伝送体の乾燥時における第１伝送損失Ｐ１（単位；ｄＢ／ｋｍ）と５０
０ｎｍから９００ｎｍまでの領域の波長との第１の関係を求める第１工程と、
　前記プラスチック光伝送体の飽和吸水時における第２伝送損失Ｐ２（単位；ｄＢ／ｋｍ
）と前記領域の波長との第２の関係を求める第２工程と、
　前記第２伝送損失Ｐ２から前記第１伝送損失Ｐ１を減じた伝送損失増加量Ｌ（単位；ｄ
Ｂ／ｋｍ）と前記領域の波長との第３の関係を求める第３工程と、
　前記伝送損失増加量を前記第１伝送損失で除した伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１と前記領域の
波長との第４の関係を求める第４工程と、
　前記第１～第４の各関係から、
　０≦Ｌ／Ｐ１≦１と、
　０＜Ｌ≦１００と、
　０＜Ｌ＋Ｐ１≦２００と、
を満たす波長を求めることにより、前記プラスチック光伝送体に含まれる水の水酸基（－
ＯＨ）の振動吸収波長ｘ（単位；ｎｍ）を前記領域の波長から除く第５工程とを有し、
　前記プラスチック光伝送体と前記第５工程で求められる波長の光源とを用いることを特
徴とする光通信方法。
【請求項２】
　前記光源の波長は、５５０ｎｍ以上７０５ｎｍ以下、または、７９４ｎｍ以上８０５ｎ
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ｍ以下の範囲であることを特徴とする請求項１記載の光通信方法。
【請求項３】
　前記プラスチック光伝送体の少なくとも導光部を構成するプラスチックが水素原子を含
んだ非晶質ポリマーであり、前記水素原子が重水素であることを特徴とする請求項１また
は２記載の光通信方法。
【請求項４】
　前記非晶質ポリマーの吸水率が０．０１％以上５％以下であることを特徴とする請求項
３記載の光通信方法。
【請求項５】
　前記プラスチック光伝送体が、光を伝送する第１部材と第１部材よりも小さな屈折率を
有する第２部材とを有し、
　少なくとも前記第１部材が、前記光の前記伝送の方向に垂直な方向において異なる屈折
率を有することを特徴とする請求項１ないし４いずれかひとつ記載の光通信方法。
【請求項６】
　前記プラスチック光伝送体が光ファイバであることを特徴とする請求項１ないし５いず
れかひとつ記載の光通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、光通信方式に関し、特にプラスチック光ファイバ等の光伝送路を用いて通
信する方式に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　光ファイバや光導波路、光レンズ等の光伝送体においては、プラスチック系材料は、石
英系材料に比べて、一般には成型加工性、部材の軽量化、低コスト化、可撓性、耐衝撃性
等の点で優れている。例えばプラスチック光ファイバ（ＰＯＦ）は、石英系光ファイバと
較べると、光の伝送損失が大きいために長距離の光伝送には向いていないが、上記のプラ
スチックの性質により、光ファイバのコア部を数１０μｍ以上とするような大口径化を低
コストで図ることができる。また、この大口径化により、光ファイバの分岐や接続に用い
る各種周辺部品や機器の、光ファイバとの接続精度を上げる必要がなくなる。そのため、
ＰＯＦは、周辺部品や機器との接続容易性、端末加工容易性、高精度の調芯が不要になる
メリットを有する。その他にもＰＯＦは、上記のようなコネクタ部分の低コスト化の他に
、上記のプラスチックの性質により、人体への突き刺し災害等の危険性の低さ、高い柔軟
性による易加工性や易敷設性や耐振動性、そして低価格等のメリットがある。これにより
、ＰＯＦは、家庭や、車載用途に注目されているだけでなく、高速データ処理装置の内部
配線や、ＤＶＩ（ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｄｅｏ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）リンクなどの極短
距離かつ大容量のケーブルとしても、利用が検討されている。
【０００３】
　また、近年では、７８０ｎｍや８５０ｎｍ等の波長における通信が可能な石英系光ファ
イバに対応すべく、近赤外領域の波長領域でも伝送損失が低いＰＯＦとして、含フッ素系
ＰＯＦや水素を重水素に置換したＰＯＦ等が提案されている（例えば、特許文献１，２参
照）。
【０００４】
　ＰＯＦは、コア部とクラッド部とから構成され、プラスチック光ファイバ素線とも呼ば
れる。一般には、コア部は重合体をマトリックスとする有機化合物からなる芯材の部分で
あり、クラッド部はコア部より屈折率が低い外殻部分である。
【０００５】
　このＰＯＦの製法としては、ポリマーを引き出してコア部またはクラッド部を同時に繊
維状に成形する方法や、光ファイバ母材（以下、プリフォームと称する）を製作してから
このプリフォームを１８０℃～２５０℃程度の雰囲気中で溶融延伸する方法などがある。
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【０００６】
　プリフォームの製造に関しては様々な方法が提案されている。まず、クラッド部の製造
方法としては、樹脂を溶融押出により製造する方法や、メチルメタクリレート等のモノマ
ーを充分な剛性のある容器に入れてその容器を回転させつつモノマーを重合させる方法な
どがある。
【０００７】
　次に、円筒管であるクラッド部の中空部に屈折率分布を有するコア部を形成する。コア
部に屈折率分布を付与する方法としては、屈折率またはその変化状態の異なる２種以上の
ポリマーの積層状物を同心円状に押出して形成する方法が開示されている（例えば、特許
文献３参照）。また、コア部を重合により得る方法としては、例えば、重合してポリマー
となったときにその屈折率がクラッド部のポリマーとは異なるモノマーと重合開始剤等と
を含む混合物を、クラッド部の内部に滴下しながら加熱重合する方法（例えば、特許文献
４，５参照）や、クラッド内にモノマーや重合性の屈折率上昇剤、重合開始剤からなる混
合物を充填した後、加熱重合してコア部を形成し、コア部に含有される屈折率調整剤等の
濃度分布によって屈折率の分布を生じされる方法（例えば、特許文献６）、また、屈折率
が異なる重合体の配合比を連続的に変化させる方法（例えば、特許文献７参照）等が提案
されている。
【０００８】
【特許文献１】特開平５－２２４０３３号公報（第３頁）
【特許文献２】特開平８－５８４８号公報（第３－７頁）
【特許文献３】特開平２－１６５０４号公報（第２－３頁）
【特許文献４】特開平５－１８１０２３号公報（第３－６頁）
【特許文献５】特開平６－１９４５３０号公報（第３－７頁）
【特許文献６】国際公開第０３／０８４８８号パンフレット
【特許文献７】特開平６－２９７５９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上記のＰＯＦのような光伝送体は、吸水すると伝送損失が大きくなり、
特に近赤外の波長領域においてはこの現象が著しい。これは、ＰＯＦの導光部を構成する
ＰＭＭＡやＰＣ等のポリマー自体の吸水性によるものであり。これをゼロとすることは不
可能である。このように、ＰＯＦを用いると、近赤外波長領域においては、安定した通信
ができなくなってしまうという問題がある。
【００１０】
　そこで、本発明は、ＰＯＦが吸水した際にも伝送損失が増加しない光通信方式を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明では、プラスチック光伝送体の乾燥時における第１
伝送損失Ｐ１（単位；ｄＢ／ｋｍ）と５００ｎｍから９００ｎｍまでの領域の波長との第
１の関係を求める第１工程と、プラスチック光伝送体の飽和吸水時における第２伝送損失
Ｐ２（単位；ｄＢ／ｋｍ）と前記領域の波長との第２の関係を求める第２工程と、第２伝
送損失Ｐ２から第１伝送損失Ｐ１を減じた伝送損失増加量Ｌ（単位；ｄＢ／ｋｍ）と前記
領域の波長との第３の関係を求める第３工程と、伝送損失増加量を前記第１伝送損失で除
した伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１と前記領域の波長との第４の関係を求める第４工程と、前記
第１～第４の各関係から、０≦Ｌ／Ｐ１≦１と、０＜Ｌ≦１００と、０＜Ｌ＋Ｐ１≦２０
０とを満たす波長を求めることにより、プラスチック光伝送体に含まれる水の水酸基（－
ＯＨ）の振動吸収波長ｘ（単位；ｎｍ）を前記領域から除く第５工程とを有し、前記プラ
スチック光伝送体と前記前記第５工程で求められる波長の光源を用いることを特徴として
構成されている。なお、前記水酸基の振動吸収波長とは、倍音吸収による原子吸収波長を
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含んでいる。そして、このような原子吸収は、物質に光が照射されたときに、ある原子間
の結合の伸縮振動や変角振動と共鳴する波長の光が、その物質に吸収される現象であり、
倍音吸収は、基本振動吸収波長よりも短波長側に間隔をもって現れるものである。
【００１２】
　そして、前記光源の波長は、５５０ｎｍ以上７０５ｎｍ以下、または、７９４ｎｍ以上
８０５ｎｍ以下の範囲であることがより好ましい。
【００１３】
　そして、そのプラスチック伝送体の少なくとも導光部を構成するプラスチックが水素原
子を含む非晶質ポリマーであり、その水素が重水素であることが好ましい。これら非晶質
ポリマーの吸水率が０．０１％以上５％以下であるときは特に大きな効果が得られる。そ
して、プラスチック光伝送体が、光を伝送する第１部材と第１部材よりも小さな屈折率を
有する第２部材とを有し、少なくとも第１部材が、光の伝送方向に垂直な方向において異
なる屈折率を有することが好ましく、このプラスチック光伝送体が光ファイバであること
がより好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の光通信方式は、ＰＯＦ等の光伝送体が吸水しても、特に近赤外の波長領域にお
ける伝送損失が増加せず、安定した通信を連続した実施することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の実施の形態について図を引用しながら説明するが、本発明は下記実施形態に限
定されるものではない。そして、本実施形態では、プラスチック光ファイバ（以降、ＰＯ
Ｆと称する）を用いる場合を例示するが、本発明は、ＰＯＦを使用する通信方式に限定さ
れるものではなく、各種の光伝送体を使用する場合にも適用することができる。他の光伝
送体としては、光導波路等があり、ここでは平面レンズ、球面レンズ、非球面レンズ、フ
ァイバレーザ、ファイバアンプ、フィルタなども例示され、さらに、これらを複合的に組
み合せて構成されるものも含まれる。組み合わせの例としては、光ファイバとレンズとフ
ァイバレーザとファイバアンプとの組み合わせ等が挙げられる。
【００１６】
　図１は、ＰＯＦ及び光ファイバーケーブルの製造工程図である。それぞれの工程につい
ては後で詳細に説明するものとし、ここでは工程の流れについてのみ説明する。まず、ク
ラッド作成工程１１により、管形状のクラッド１２を作成する。クラッド１２は、後で生
成するプリフォームの外殻部分をなす部分である。その後、このクラッド１２の内部にコ
アを生成させるため、コア重合工程を経る。コアの生成により、プリフォーム１５が得ら
れる。プリフォーム１５は、延伸工程１６により延伸されて、ＰＯＦ１７となる。この延
伸工程１６では、円柱状のプリフォーム１５が、加熱されて、長手方向に延伸される。プ
リフォーム１５は、ＰＯＦ１７とされなくとも、この状態のままで光伝送体としての機能
を有するものである。そして、ＰＯＦ１７は、その外周を被覆材により被覆される被覆工
程２１を経て、プラスチック光ケーブル２２となる。
【００１７】
　次に、本実施形態としてのＰＯＦ及びその製造方法を、図２～図４を参照しながら説明
する。図２は、プリフォームの断面図であり、図３はプリフォーム１５の断面の径方向に
おける屈折率を示す図である。そして図４は、クラッドの中にコアを生成するための重合
装置の断面図である。ただし、本発明はＰＯＦの製造方法に依存するものではなく公知の
方法により製造された各種公知のＰＯＦについても適用することができる。
【００１８】
　図２に示すプリフォーム１５は、外殻部であるクラッド１２と、クラッド１２の中のコ
ア３０とを有している。これらのクラッド１２とコア３０とは、延伸によりＰＯＦとされ
た際に、それぞれ、ＰＯＦのコアとクラッドとになる。クラッド１２は、外径及び内径が
長手方向に一定で、厚みが均一の管形状となっており、一方の端部はふさがれている。ク
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ラッド１２は、本実施形態ではすべての水素が重水素となっている全重水素化ポリメチル
メタクリレート（以降、ＰＭＭＡ－ｄ８と称することもある。）としており、回転重合法
により製造している。クラッド１２は、このように、重合性化合物を重合した重合体から
なる。以下の説明においては、このクラッド１２を形成するための上記重合性化合物をク
ラッド用モノマーと称し、クラッド用モノマーを重合して生成した重合体をクラッド形成
ポリマーと称することとする。本実施形態におけるクラッド１２の製造は、全重水素化Ｍ
ＭＡ（以降、ＭＭＡ－ｄ８と称することもある。）からＰＭＭＡ－ｄ８を生成するときの
ように、その重合反応を行いながら管状に形成する回転重合法でおこなう場合もあるし、
他のクラッド用モノマーから重合体を作ってからその重合体を溶融押出成型により管状に
形成する場合もある。なお、クラッドの材料及び製造方法についての詳細は後で説明する
。
【００１９】
　図３において、横軸はプリフォームの断面径方向を示し、縦軸は屈折率を示す。屈折率
は、上方向が高い値であることを意味している。横軸の符号（Ａ）で示される範囲は、図
２におけるクラッド１２の屈折率であり、符号（Ｂ）で示される範囲は図２におけるコア
３０の屈折率である。コア３０は、図３に示されるように、クラッド１２との境界から中
心に向けて屈折率が連続的に高くなっている。そして、クラッド１２の屈折率は、コア３
０の屈折率より低くなっている。なお、断面円形の径方向において、屈折率の最大値と最
小値との差が０．００１以上０．３以下であることが好ましい。この構造によりプリフォ
ーム１５は、光伝送体としての機能を発現し、これを延伸させたものが光ファイバとなる
。このように、外殻部のクラッド１２から中心に向けて屈折率が連続的に変化するプリフ
ォーム１５を長手方向に延伸して作られるＰＯＦは、グレーデッドインデックス（ＧＩ）
型ＰＯＦと称される。そして、本発明においては、製造されたプリフォーム１５のコア３
０の屈折率が、図３に示すように、断面円形の径の外側から中心に向けて連続的に屈折率
が高くなるように、コア３０の生成方法として、以下に説明するような界面ゲル重合法を
適用している。
【００２０】
　クラッド１２は、クラッド形成用モノマーであるＭＭＡ－ｄ８を、所定の温度に調整し
た後所定の大きさの円筒状重合容器に入れて、重合させて形成する。重合容器へは、モノ
マーをＭＭＡ－ｄ８とするときには、例えば重合開始剤や連鎖移動剤（分子量調整剤）等
をＭＭＡ－ｄ８とともに所定量入れる。重合に際しては、重合容器内部を減圧等により脱
気することが好ましく、予備重合を経た後に容器を水平状態にしてから回転させて重合を
進めるとクラッド１２が得られる。
【００２１】
　得られたクラッド１２を、重合容器から取り出して所定温度に設定された恒温槽等の加
熱手段により、所定時間の加熱処理をする。そして、クラッド１２の中に、コア３０を生
成するための原料である重合性化合物を注入する。以降の説明において、コア３０を生成
するための前記重合性化合物を、コア用モノマーと称するものとする。本実施形態におい
ては、コア用モノマーをＭＭＡ－ｄ８（水素が重水素に置換されたメチルメタクリレート
）としている。本発明は、このコア用モノマーに依存するものではないが、コア用モノマ
ーが重合したあとのポリマーが軽水素を含有しないことが好ましく、水素原子を有すると
きにはその水素原子が重水素であることが好ましい。コアのポリマーの水素が重水素であ
ることにより、伝送損失をより抑制することができる。好適なコア用モノマーは、クラッ
ド１２の材料とともに後述するものとする。
【００２２】
　なお、本発明では、コア用モノマーが充填される前のクラッド１２を、所定時間減圧下
におくことがさらに好ましく、この減圧処理により、クラッド形成ポリマー内部に含まれ
ている水や空気がコア用モノマーの重合時等に加熱されて体積膨張したりするなどして、
クラッド１２の内面に歪みやひび割れ等が発生したり、あるいはプリフォーム１５の内部
の分子密度がばらついてしまうという現象を抑制することができる。
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【００２３】
　また、コア用モノマーであるＭＭＡ－ｄ８をクラッド１２の中に注入するときには、重
合開始剤、連鎖移動剤、および適宜屈折率調整剤（ドーパント）等がコア用モノマーとと
もに注入される。これらは例えばコア用モノマーと注入前に予め混合して、この混合液を
濾過手段で濾過した後、クラッド１２に注入される。注入前には濾過工程を設けて、その
濾液を注入することが好ましい。重合開始剤や連鎖移動剤、ドーパントの各添加量につい
ては、後述する。なお、ドーパントを用いずに、例えばコア用モノマーを２種以上用いる
等によっても、コア３０の断面の径方向における屈折率を変化させることもできる。本実
施形態においては、ドーパントとして、高屈折率で分子体積が大きく、重合に関与しない
低分子化合物としての硫化ジフェニルを用い、これを添加することによりコア３０の径方
向における屈折率を変化させている。
【００２４】
　コア用モノマーの重合は、図４に示すような重合装置４０により行う。重合装置４０は
、重合容器４１と、圧力計４４と、圧力コントローラ４５との他に、温度計４７と温度コ
ントローラ４８とを備えている。さらに、重合容器４１には、不活性ガスとしての窒素を
供給する窒素供給元５１が備えられている。そして、重合容器４１は容器本体４１ａと蓋
４１ｂとを有しており、容器本体４１ａと蓋４１ｂとは、ネジ（図示せず）で固定される
。ただし、本発明は、重合装置の構造には依存せず、図２に示される重合装置４０とは異
なるものを用いてもよい。
【００２５】
　圧力計４４は、重合容器４１の内部の圧力を検知する。圧力コントローラ４５は、圧力
計４４の検知結果に応じて、窒素供給元５１からの窒素供給量を調節して、重合容器４１
の内部の圧力を制御する。また、温度計４７は、重合容器４１の内部の温度を検知する。
容器本体４１ａには加熱線（図示なし）が備えられており、温度コントローラ４８は、温
度計４７の検知結果に応じて、加熱線を流れる電流を制御する。これにより、重合容器４
１の内部の温度は制御される。なお供給されるガスは不活性ガスであれば窒素に限定され
ず、アルゴン等でもよい。このガス供給により、重合容器４１の内部空気は窒素に置換さ
れる。重合容器４１は、容器本体４１ａと蓋４１ｂとがネジ留めされることにより、内部
の圧力と、内部への窒素の供給量とを精巧に制御することが可能となっている。
【００２６】
　クラッド１２は、コア用モノマー及び重合開始剤、連鎖移動剤、ドーパント等の混合物
が注入された状態で、治具としてのガラス管５２に挿入されて、容器本体４１ａに入れら
れる。このとき、ガラス管５２は、垂直に静置される。なお、コア用モノマー等が注入さ
れた状態のクラッド１２は、ガラス管５２に挿入される前、あるいは、挿入された状態で
、脱気処理を施されることが好ましい。この脱気処理方法としては、簡便さならびに効果
の点で、減圧チャンバ等による減圧処理が好ましく、本実施形態では５分間実施している
。また、この減圧処理において超音波を作用させることがさらに好ましい。減圧処理は、
減圧チャンバ等で３０分以上行うことがより好ましい。
【００２７】
　クラッドが挿入されたガラス管５２が容器本体４１ａにセットされ、蓋４１ｂが容器本
体４１ａにネジ留めされると、窒素供給元５１から重合容器４１の内部へ窒素が供給され
るとともに、バルブＶ１を開状態とすることにより重合容器４１の内部の空気が出されて
、重合容器４１の内部の空気は窒素に置換される。窒素置換した後、重合容器４１の内部
圧力は、所定の値となるように圧力コントローラ４５により制御される。そして、コア用
モノマーの重合は、温度コントローラ４８により加熱された状態で行う。重合は所定の温
度下で所定の時間行う。重合反応中における圧力は、圧力コントローラ４５により所定値
となるように制御されており、常圧より高くすることが好ましい。
【００２８】
　コア用モノマーが重合を開始すると、クラッド１２の内壁がコア用モノマーにより膨潤
し、重合初期段階では膨潤層を形成する。この膨潤層は、ゲル状態となっており、そのた
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め、重合速度が加速（ゲル効果と称する）する。そして、重合は、クラッド１２の内面か
ら開始し、クラッド１２の断面円形の中心に向かって進行する。このとき、膨潤層の内部
へは、分子体積の小さい化合物ほど優先的に入り込むため、重合の進行と共に、分子体積
の大きなドーパントが膨潤層から前記中心方向へと押し出される。この結果、形成された
コアの中心部は、高屈折率のドーパントの濃度が高くなり、図３に示すように、断面円形
の径方向における中心に向かって屈折率が徐々に高くなったプリフォームを得ることがで
きる。なお、本実施形態においては、クラッド１２とコア３０とは、ともに全重水素化Ｐ
ＭＭＡとからなり、上記のように膨潤層を形成しながらプリフォーム１５が作成されるこ
とから、クラッド１２とコア３０とは明確な境界を有するものではない。つまり、図２で
は説明の便宜上クラッド１２とコア３０との境界を示しているが、このように、クラッド
１２とコア３０との材料及びその親和性、または膨潤層形成の有無等の製造条件に応じて
、得られたプリフォーム１５におけるクラッド１２とコア３０との境界の明確度は異なっ
たものとなる。
【００２９】
　また、コア用モノマーの重合時においては、コア用モノマーが注入されたクラッド１２
を、図４に示すようにガラス管５２等の治具により支持して重合容器４１にセットするこ
とが好ましい。前記治具は、クラッド１２の挿入が可能な中空部を有する管形状であるこ
とが特に好ましい。そして、加圧下で重合が進むに従い、コア３０となる領域が徐々に収
縮しようとする力が増すが、これに応じてクラッドが微小な範囲で寸法変化することがで
きるように、前記治具は、クラッド１２の外面を固定等せずにクラッド１２を支持するこ
とが好ましい。例えば、クラッド１２が治具に固定されて支持されている場合には、重合
中のコア３０の収縮に対してクラッド１２が応じることができずに、コア３０の中央部に
ボイドが発生し易くなってしまう。このような理由により、治具が管状である場合には、
前記クラッド３２の外径より大きい内径を有することが好ましい。前記管状治具の内径は
、前記クラッド１２の外径に対して０．１％～４０％だけ大きい径を有しているのが好ま
しく、１０～２０％だけ大きい径を有しているのがより好ましく、本実施形態では９％だ
け大きい径を有しているものとした。ただし、前記クラッド１２を垂直に立てることがで
き、クラッドの寸法変化に応じてこれを支持するものであれば好ましく用いられ、管状で
ある必要はない。
【００３０】
　重合時の加圧の好ましい範囲については、用いるコア用モノマーによって適宜決定され
る。加圧度が大きすぎると、コア用モノマー中に加圧気体が溶解する、または、コア用モ
ノマーに存在する溶存気体が脱離せず、加熱による延伸工程１６（図１参照）でこれが気
泡となるという問題がある。一方、加圧度が小さすぎると、コア用モノマーの重合工程に
おけるポリマー生成時の体積収縮に対して応答性が低くなり、空隙や気泡が発生しやすい
という問題がある。本実施形態では、０．０１ＭＰａ～１．０ＭＰａ程度が好ましい範囲
であった。このように、重合時の圧力を制御することにより、プリフォーム１５のコア３
０あるいはＰＯＦのコア部に空隙や気泡が発生することを抑制することができる。
【００３１】
　重合は加熱下でなされることが好ましい。その温度は、コア用モノマーの種類等に応じ
て決定されるものであり、主にその重合速度と変質温度とを考慮して決定される。例えば
、コア用モノマーとして、典型的なメタクリレート系低分子化合物を用い、これをコア３
０の主成分とした場合には、その温度は５０℃～１５０℃とすることが好ましく、８０℃
～１４０℃とすることがさらに好ましい。また、重合時間は、４時間～４８時間であるこ
とが好ましいが、これもコア用モノマーの種類等に応じて決定される。
【００３２】
　また、本実施形態では、上記のように加圧下で加熱重合を実施した後、さらに、所定条
件での熱処理をして重合を進め、さらに、この重合完了後には、加圧したまま所定の冷却
速度で冷却する。
【００３３】
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　この様にして、コア３０およびクラッド１２がプラスチックからなる、円柱状の光伝送
体であるプリフォーム１５を作製することができ、得られたプリフォーム１５は延伸工程
に供される。そして、延伸により、所望の直径、例えば２００μｍ以上１０００μｍ以下
のＰＯＦを得ることができる。
【００３４】
　ところで、物質に光を照射すると、ある原子間の結合の伸縮振動や変角振動と共鳴する
波長の光が、その物質に吸収される。したがって、乾燥したＰＯＦは伝送損失が６００ｎ
ｍ～９００ｎｍの波長領域では低いことから、素材自体における光の吸収量が少ないこと
を意味している。一方、水を吸収したＰＯＦは、伝送損失が大きくなる波長領域が６００
～９００ｎｍの範囲に存在し、その波長領域の光は、吸収された水の水酸基ＯＨの振動の
ために吸収されてしまい、伝送損失が著しく増加するので不適である。
【００３５】
　ここで、ＰＯＦに吸収された水のＯＨ振動吸収波長をｘとおく。本発明においては、Ｏ
Ｈ振動吸収波長ｘとは、その倍音吸収による原子振動吸収波長も含んだ波長とする。なお
、ｘは、ＰＯＦの素材及び水の存在状態により、高波長側または低波長側にシフトする場
合がある。本発明では、ＰＯＦに吸収された水のＯＨ振動吸収波長ｘ以外の波長領域を通
信波長とする。これにより、光伝送体であるＰＯＦが水を吸収しても伝送損失が増えず、
また、水の吸収量の変化による伝送損失の変化も少ないために、安定した通信を連続して
実施することができる。なお、ＯＨの倍音吸収については、７５０ｎｍに現れる４倍音よ
りも長波長側に現れる倍音、その中でも低倍音での吸収の影響が、ＯＨの基本振動吸収よ
りも強いため、７５０ｎｍ以上の波長領域においては、これらの倍音吸収帯を除く波長領
域で光通信を実施することが、吸水前後の伝送損失の変化量が小さく、良好な光伝送を実
施することができるという点で特に好ましい。また、近年では、光発信器については様々
な提案が為されており、発振波長領域が広がるとともに、所定の波長領域の光を選択的に
決定することができるものが増えていることから、本発明の有効性が向上する。このよう
に、６００～９００ｎｍの範囲で通信波長として好ましいとされる波長領域は、ＰＯＦに
吸収された水のＯＨの振動吸収ｘを除いた領域である。
【００３６】
　ここで、乾燥時の１ｋｍあたりの伝送損失をＰ１（単位；ｄＢ／ｋｍ）、飽和吸水時の
１ｋｍあたりの伝送損失をＰ２（単位；ｄＢ／ｋｍ）とし、Ｐ２－Ｐ１で求められた吸水
による伝送損失増加量をＬ（単位；ｄＢ／ｋｍ）とする。そして、より好ましい通信領域
は、伝送損失増加量Ｌまたは伝送損失比Ｌが０≦Ｌ／Ｐ１≦１、０＜Ｌ≦１００、１０≦
Ｌ＋Ｐ１≦２００のうち少なくともいずれかひとつを満たす領域である。
【００３７】
　Ｌ／Ｐ１が０よりも低い場合には水の影響で伝送損失が小さくなったことになるので原
理上は起こり得ないことであり、また、１よりも大きい場合には伝送損失が吸水量に応じ
て大きく変動するために、様々な環境下での使用が想定される光伝送体としては実用性に
問題がある。
【００３８】
　またＬについては、素材の化学構造中の水素をフッ素に置換することにより、材料の透
明性を高め、理論上はゼロに限りなく近い値にまで下げることが可能である。一方、Ｌが
１００よりも大きい場合には、特に水の影響を大きく受ける波長７００ｎｍ以上の光源を
用いると、吸水により光の吸収量が大きくなるので、吸水した状態での光透過性が悪くな
り問題となることがある。
【００３９】
　Ｌ＋Ｐ１については、吸水の影響を無視することができる波長領域が存在するためにそ
の下限値はゼロよりも大きい。一方、Ｌ＋Ｐ１が２００よりも大きい値であると、１００
ｍ以下の短距離通信に使用する場合であっても光源の光強度を非常に大きくものとする必
要があるために安全性の点で問題があり、安全な光強度の範囲では例えば１００ｍの伝送
後の光は伝送前に比べて１／１０20に減衰してしまい十分な通信を実施することができな
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いという問題がある。
【００４０】
　上記の好ましい波長領域について、先に得られたＰＯＦの乾燥時と飽和吸水時における
伝送損失を測定し、さらに詳細に説明する。伝送損失の測定波長は５００ｎｍ～９００ｎ
ｍとし、その測定は市販のスペクトラムアナライザで測定することができる。乾燥時測定
用のＰＯＦサンプルは、減圧下で所定時間所定温度で十分に乾燥して得ることが好ましく
、特にこの乾燥条件は限定されないが、例えば、概ね２５℃に設定された恒温槽で、減圧
度９×１０4 Ｐａとし１００時間ＰＯＦを静置する方法等があり、いかなる方法であって
も水分がＰＯＦから十分に除去されればよい。一方、飽和吸水状態に関しては、飽和に達
したことを実際には計測等により確認することは困難であるので、ＰＯＦの素材の吸水速
度と大きさとに応じて決定し、例えば、温度４０℃、相対湿度９５％の恒温槽にて２４０
時間等の十分な吸水処理を実施する。
【００４１】
　伝送損失の測定方法に関しては、ＪＩＳ　Ｃ６８２３に例示されるような（１）カット
バック法、（２）挿入損失法、（３）ＯＴＤＲ法、（４）損失波長特性モデルによる方法
、等の各種のものがあるが、本実施形態においてはカットバック法を用いている。カット
バック法とは、ＰＯＦを所定の第１の長さＬ１（単位；ｍ）に切断してＰＯＦサンプルと
し、このＰＯＦサンプルに白色光を入射し、スペクトルアナライザにより第１長さＬ１に
おける透過後の所定波長λの光強度Ｌｉ１を測定する。次に第１長さＬ１のＰＯＦサンプ
ルから第２の長さＬ２（単位；ｍ）分を切断して、（Ｌ－Ｐ）の長さのＰＯＦサンプルで
第１長さＬ１のときと同様に所定波長の光強度Ｌｉ２を測定する。その結果、このＰＯＦ
の所定波長λにおける伝送損失（単位；ｄＢ／ｋｍ）は次の式で求めることができる。
伝送損失＝｛－１０×Ｌｏｇ（Ｌｉ１／Ｌｉ２）｝／Ｌ２　×１０００
【００４２】
　そして、図５～図８には、上記で得られたＰＯＦの上記波長領域における伝送損失デー
タを示す。図５は乾燥時における伝送損失、図６は飽和吸水時における伝送損失の各デー
タであり、縦軸はそれぞれ１ｋｍあたりの伝送損失Ｐ１と同伝送損失Ｐ２、横軸は波長（
単位；ｎｍ）としている。また、図７は、伝送損失増加量Ｌを表すグラフであり、ここで
は縦軸を伝送損失増加量Ｌ（単位；ｄＢ／ｋｍ）とし、横軸を波長（単位；ｎｍ）として
いる。また、図８は、乾燥時に対する飽和吸水時の伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１を表すグラフ
であり、縦軸を伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１（単位は無次元）とし、横軸を波長（単位；ｎｍ
）としている。
【００４３】
　上記実施形態で得られたＰＯＦは、図５に示すように、乾燥時における伝送損失が５５
０～８５０ｎｍの波長領域では概ね２００ｄＢ／ｋｍ以下であり、この値は実用上好まし
い範囲の値であることがわかる。しかし、８５０～８８０ｎｍの波長領域では、ドーパン
トとして用いた硫化ジフェニルに含まれる軽水素の影響により、この波長領域におけるＣ
Ｈ振動吸収の影響が大きく、伝送損失が２００ｄＢ／ｋｍ以上となっており、この値では
実用上好ましくないことが確認できる。そして、図７によると、波長が概ね７３０～７６
０ｎｍと８３０～８７０ｎｍと８９０～９００ｎｍの波長領域では、飽和吸水時の伝送損
失が乾燥時よりも概ね３００ｄＢ／ｋｍ以上増加している。そして、伝送損失増加量Ｌが
１００ｄＢ／ｋｍ以下である波長領域は、５００～７１３ｎｍと７８８～８０７ｎｍとな
っている。
【００４４】
　また、図８によると、概ね７３０～７６０ｎｍと８４０ｎｍの波長領域では伝送損失増
加比Ｌ／Ｐ１が３以上となっており、この伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１が１以下であるのは、
５００～７２０ｎｍと、７９０～８１２ｎｍと、８５４～９００ｎｍとの波長領域となっ
ている。また、飽和吸水時の伝送損失であるＰ２（＝Ｌ＋Ｐ１）の値については、測定値
からの計算により５５０～７０２ｎｍ、７８５～８０５ｎｍの範囲で０＜Ｌ＋Ｐ１≦２０
０となっている。
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【００４５】
　これらの結果より、ドーパントとして硫化ジフェニルを用いた場合には、伝送損失増加
比Ｌ／Ｐ１が０≦Ｌ／Ｐ１≦１、伝送損失増加量Ｌが０＜Ｌ≦１００、飽和吸湿時の伝送
損失Ｌ＋Ｐ１が０＜Ｌ＋Ｐ１≦２００の少なくともいずれかひとつを満たす波長域として
、５００～７２０ｎｍ、７８５～８１２ｎｍ、８５４～９００ｎｍが求められ、これらの
うちのいずれかの波長の光源を用いることが好適であることがわかる。そして、これらの
３条件を全て満たす波長領域である５５０～７０２ｎｍ、７９０～８０５ｎｍの波長領域
の光源を用いることがより好適である。５５０～７２０ｎｍ、７８５～８１２ｎｍの波長
領域の光源を用いることが好適である。そして、特に好ましい波長領域は使用する光源の
安定性と高速変調性、光伝送体としての寿命等を考慮すると７９０～８０５ｎｍである。
なお、ここで、高速変調性とは、所定時間内に発振することができる光信号の数を意味す
るものであり、高速伝送を光ファイバで実現する上で、光源における重要な特性のひとつ
である。
【００４６】
　また、第２の実施形態としてドーパントを全重水素化ブロモベンゼンに代えて前記実施
形態と同様の方法でＰＯＦを作製し、上記と同様にこのＰＯＦの伝送損失測定を実施した
。図９～図１２にその結果を示す。図９は乾燥時における伝送損失（ｄＢ／ｋｍ）、図１
０は飽和吸水時における伝送損失の各データであり、縦軸はそれぞれ１ｋｍあたりの伝送
損失Ｐ１と同伝送損失Ｐ２、横軸は波長（単位；ｎｍ）としている。また、図１２は、乾
燥時に対する飽和吸水時の伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１を表すグラフであり、縦軸を伝送損失
増加比Ｌ／Ｐ１（単位は無次元）とし、横軸を波長（単位；ｎｍ）としている。また、図
１１は伝送損失増加量Ｌを表すグラフであり、ここでは縦軸を伝送損失増加量Ｌ（単位；
ｄＢ／ｋｍ）とし、横軸を波長（単位；ｎｍ）としている。
【００４７】
　本実施形態で得られたＰＯＦは、図９に示すように、乾燥時における伝送損失が５５０
～８８０ｎｍの波長領域では概ね２００ｄＢ／ｋｍ以下であり、この値は実用上好ましい
範囲の値であることが確認されている。図９及び図１０の結果より求められた図１１によ
ると、例えば波長が概ね７３０～７６５ｎｍと８２５～８６５ｎｍとの波長領域では、飽
和吸水時の伝送損失が乾燥時よりも概ね３００ｄＢ／ｋｍ以上増加している。そして、伝
送損失増加量Ｌが１００ｄＢ／ｋｍ以下である波長領域は、５５０～７１３ｎｍと７９２
～８０５ｎｍとなっている。
【００４８】
　また、図１２によると、例えば、概ね７２５～７６０ｎｍと８２５～８６０ｎｍとの波
長領域では伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１が３以上となっており、伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１が１
以下であるのは、５００～７０５ｎｍと、７９５～８１０ｎｍとの波長領域となっている
。また、飽和吸水時の伝送損失であるＰ２（＝Ｐ１＋Ｌ）の値については、測定値からの
計算により５５０～７１５ｎｍ、７８５～８０５ｎｍの範囲で０＜Ｌ＋Ｐ１≦２００とな
っている。これらの結果より、ドーパントとして全重水素化ブロモベンゼンを用いた場合
には、伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１が０≦Ｌ／Ｐ１≦１、伝送損失増加量Ｌが０＜Ｌ≦１００
、飽和吸湿時の伝送損失Ｌ＋Ｐ１が０＜Ｌ＋Ｐ１≦２００の少なくともいずれかひとつを
満たす波長領域としての５００～７１５ｎｍ、７８５～８１０ｎｍであり、これたの領域
の光源を用いることが好適であることがわかる。そして、これらの３条件を全て満たす波
長領域であるのは５５０～７０５ｎｍ、７９４～８０５ｎｍの波長領域であるので、この
領域の光源を用いることがより好適である。
【００４９】
　上記のように伝送損失増加量Ｌや伝送損失増加比Ｌ／Ｐ１が大きい波長は、吸収された
水のＯＨの振動吸収波長である。そして、本実施形態で得られているＰＯＦは、乾燥時で
は５５０～８８０ｎｍの波長領域における伝送損失が低いことから光の吸収量が少ないが
、水を吸収した場合には、５５０～８８０ｎｍの波長領域内で上記に示した以外の波長領
域の光は、吸収された水の水酸基ＯＨの振動のために吸収されてしまい、伝送損失が著し
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く増加するので好ましくない。
【００５０】
　したがって、本発明では、ＰＯＦに吸収された水のＯＨ振動吸収波長ｘ以外の波長領域
を通信波長とする。これにより、光伝送体であるＰＯＦが水を吸収しても伝送損失が増え
ず、また、水の吸収量の変化による伝送損失の変化も少ないために、安定した通信を連続
して実施することができる。
【００５１】
　そして、この第２の実施形態において、特に好ましい波長領域は使用する光源の安定性
と高速変調性、光伝送体としての寿命を考慮すると７９４～８０５ｎｍである。
【００５２】
　以上のように、ＰＯＦ等のプラスチック光伝送体を用いる場合には、その吸水によるＯ
Ｈ振動吸収波長ｘを測定し、通信波長をｘ以外の波長領域とすることにより伝送損失の増
加を抑制することができる。なお、通信波長の決定に際しては、プラスチック光伝送体を
構成するポリマー成分のみならず、例えば上記に説明したようにドーパント等の他の構成
成分の化学構造に起因したＯＨ振動吸収波長を考慮することが好ましい。そして、以上の
結果より、通信波長としてより好ましい波長領域は５００～７２０ｎｍ、７８５～８１０
ｎｍであり、特に好ましい波長領域は７８５～８１０ｎｍであることがわかる。
【００５３】
　なお、本発明は、図２に示されるようなプリフォーム１５を使用する場合に限定される
ものではなく、例えば、クラッドまたはコアが複層構造である場合にも適用可能である。
この場合には、少なくともコアの屈折率は上記実施形態におけるコアのように、光伝送路
としての光の伝送方向と垂直な方向である、断面円形の径方向において変化することが好
ましい。
【００５４】
　本発明においては、プリフォームを構成するクラッド及びコアの材料は、光伝送の機能
を損なわない限りにおいて特に限定されるものではない。特に好ましく用いられるものと
しては、有機材料として光透過性が高いものである。ただし、コアを伝送する光がコアと
クラッドとの界面で全反射するように、クラッドの材料は、コアの屈折よりも低い屈折率
を有するようなポリマーとする。また、クラッド及びコアの材料は、光散乱を生じないよ
うに、非晶性のポリマーとすることが好ましい。コアの材料として用いた非晶性のポリマ
ーが、０．０１％以上５％以下の吸水率を有する材料であるときには、本発明の効果は特
に大きい。さらに、コアとクラッドとは、互いに密着性に優れるポリマーとし、これらが
タフネス等に示される機械的特性に優れ、耐湿熱性にも優れていることがより好ましい。
【００５５】
　例としては、（メタ）アクリル酸エステル類（フッ素不含（メタ）アクリル酸エステル
（ａ），含フッ素（メタ）アクリル酸エステル（ｂ）），スチレン系化合物（ｃ），ビニ
ルエステル類（ｄ）、ポリカーボーネート類の原料であるビスフェノールＡ等を重合性化
合物として用いて重合させたものとすることができる。そして、クラッド形成ポリマーと
しては、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）も好ましい。これらを原料として、各々を重
合させたホモポリマー、あるいはこれらのうち２種以上を組み合わせて重合させた共重合
体、および上記のホモポリマーや共重合体の各種組み合わせによる混合物も例として挙げ
ることができる。混合物を用いる場合においては、上記沸点Ｔｂは、混合物を構成する複
数の原料化合物の沸点の中で最も低い温度、もしくは共沸混合物を成すことにより沸点が
下がるときには沸点下降後の温度として定義される。また、混合物を原料として得られた
共重合体及びブレンドポリマーの場合には、各共重合体またはブレンドポリマーのガラス
転移点を上記Ｔｇとして定義する。そして、これらのうち、（メタ）アクリル酸エステル
類または含フッ素ポリマーを成分として含むものが光伝送体を構成する上でより好ましい
。次に、上記の例について、より詳細に示す。
【００５６】
  上記の（ａ）フッ素不含メタクリル酸エステルおよびフッ素不含アクリル酸エステルと
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しては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸イソプロピル、メタク
リル酸－ｔｅｒｔ－ブチル、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸フェニル、メタクリル
酸シクロヘキシル、メタクリル酸ジフェニルメチル、トリシクロ［５・２・１・０2,6 ］
デカニルメタクリレート、アダマンチルメタクリレート、イソボルニルメタクリレート、
ノルボニルメタクリレート等が挙げられ、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリ
ル酸－ｔｅｒｔ－ブチル、アクリル酸フェニル等が挙げられる。
【００５７】
　また、（ｂ）含フッ素アクリル酸エステルおよび含フッ素メタクリル酸エステルとして
は、２，２，２－トリフルオロエチルメタクリレート、２，２，３，３－テトラフルオロ
プロピルメタクリレート、２，２，３，３，３－ペンタフルオロプロピルメタクリレート
、1 －トリフルオロメチル－２，２，２－トリフルオロエチルメタクリレート、２，２，
３，３，４，４，５，５－オクタフルオロペンチルメタクリレート、２，２，３，３，４
，４－ヘキサフルオロブチルメタクリレート等が挙げられる。
【００５８】
　さらに、（ｃ）スチレン系化合物としては、スチレン、α－メチルスチレン、クロロス
チレン、ブロモスチレン等が挙げられる。さらには、（ｄ）ビニルエステル類としては、
ビニルアセテート、ビニルベンゾエート、ビニルフェニルアセテート、ビニルクロロアセ
テート等が挙げられる。もちろん、これらに限定されるものではなく、重合性化合物の単
独あるいは共重合体からなるポリマーの屈折率が、光伝送体に成型されたときに所定の屈
折率分布を成型体のなかで有するように、種類や組成比を決定することが好ましい。
【００５９】
　また、クラッドを形成する好ましいポリマーとしては、上記の各種化合物の他に以下の
ものを例示することができる。例えば、メチルメタクリレート（ＭＭＡ）とトリフルオロ
エチルメタクリレート（ＦＭＡ）やヘキサフルオロイソプロピルメタクリレート等のフッ
化（メタ）アクリレートとの共重合体を挙げることができる。また、ＭＭＡと，ｔｅｒｔ
－ブチルメタクリレートなどの分岐を有する（メタ）アクリレート、イソボルニルメタク
リレート、ノルボルニルメタクリレート、トリシクロデカニルメタクリレートなどの脂環
式（メタ）アクリレートなどとの共重合体がある。さらにはポリカーボネート（ＰＣ）、
ノルボルネン系樹脂（例えば、ＺＥＯＮＥＸ（登録商標：日本ゼオン（株）製））、ファ
ンクショナルノルボルネン系樹脂（例えば、ＡＲＴＯＮ（登録商標：ＪＳＲ製）など）、
フッ素樹脂（例えば、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリフッ化ビニリデン
（ＰＶＤＦ）など）を用いることもできる。また、フッ素樹脂の共重合体（例えば、ＰＶ
ＤＦ系共重合体）や、テトラフルオロエチレンパーフルオロ（アルキルビニルエーテル（
ＰＦＡ）ランダム共重合体、クロロトリフルオロエチレン（ＣＴＦＥ）共重合体などを用
いることもできる。
【００６０】
　なお、これらのポリマーが水素原子（Ｈ）を含んでいる場合には、その水素原子が重水
素原子（Ｄ）に置換されていることが好ましく、これにより伝送損失の低減、特に近赤外
領域の波長における伝送損失の低減を図ることができる。
【００６１】
　さらに、近赤外光用途に用いるためには、ポリマーを構成するＣ－Ｈ結合に起因した吸
収損失が起こるために、特許３３３２９２２号公報や特開２００３－１９２７０８号公報
などに記載されているような、Ｃ－Ｈ結合の水素原子を重水素原子やフッ素などで置換し
たポリマーを用いることで、この伝送損失を生じる波長域を長波長化することができ、伝
送信号光の損失を軽減することができる。このようなポリマーとしては、例えば、重水素
化ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ－ｄ８）、ポリトリフルオロエチルメタクリレー
ト（Ｐ３ＦＭＡ）、ポリヘキサフルオロイソプロピル２－フルオロアクリレート（ＨＦＩ
Ｐ　２－ＦＡ）などを例示することができる。なお、原料となる化合物は、重合後の透明
性を損なわないためにも、不純物や散乱源となる異物は重合前に十分に除去されることが
望ましい。
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【００６２】
  重合させてポリマーとする場合においては、重合開始剤を使用する場合がある。重合開
始剤としては、例えば、ラジカルを生成するものが各種ある。例えばラジカルを生成する
ものとして、過酸化ベンゾイル（ＢＰＯ）、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘ
キサネート（ＰＢＯ）、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシド（ＰＢＤ）、ｔｅｒｔ－ブチ
ルパーオキシイソプロピルカーボネート（ＰＢＩ）、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔｅｒ
ｔ－ブチルパーオキシ）バラレート（ＰＨＶ）などのパーオキサイド系化合物が挙げられ
る。また、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルブ
チロニトリル）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２
’－アゾビス（２－メチルプロパン）、２，２’－アゾビス（２－メチルブタン）、２，
２’－アゾビス（２－メチルペンタン）、２，２’－アゾビス（２，３－ジメチルブタン
）、２，２’－アゾビス（２－メチルヘキサン）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチ
ルペンタン）、２，２’－アゾビス（２，３，３－トリメチルブタン）、２，２’－アゾ
ビス（２，４，４－トリメチルペンタン）、３，３’－アゾビス（３－メチルペンタン）
、３，３’－アゾビス（３－メチルヘキサン）、３，３’－アゾビス（３，４－ジメチル
ペンタン）、３，３’－アゾビス（３－エチルペンタン）、ジメチル－２，２’－アゾビ
ス（２－メチルプロピオネート）、ジエチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオ
ネート）、ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）な
どのアゾ系化合物が挙げられる。なお、重合開始剤は、これらに限定されるものではなく
、また、２種類以上を併用してもよい。
【００６３】
　ポリマーとしたときの機械特性や熱物性などの各種物性値を全体にわたって均一に保つ
ために、重合度の調整を行うことが好ましい。重合度の調整のためには、連鎖移動剤を使
うことができる。連鎖移動剤については、併用する重合性モノマーの種類に応じて、適宜
、種類および添加量を選択できる。各モノマーに対する連鎖移動剤の連鎖移動定数は、例
えば、ポリマーハンドブック第３版（Ｊ．ＢＲＡＮＤＲＵＰおよびＥ．Ｈ．ＩＭＭＥＲＧ
ＵＴ編、ＪＯＨＮ　ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮ発行）を参照することができる。また、該連鎖移
動定数は大津隆行、木下雅悦共著「高分子合成の実験法」化学同人、昭和４７年刊を参考
にして、実験によっても求めることができる。
【００６４】
  連鎖移動剤としては、アルキルメルカプタン類（例えば、ｎ－ブチルメルカプタン、ｎ
－ペンチルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウリルメルカプタン、ｔｅ
ｒｔ－ドデシルメルカプタン等）、チオフェノール類（チオフェノール、ｍ－ブロモチオ
フェノール、ｐ－ブロモチオフェノール、ｍ－トルエンチオール、ｐ－トルエンチオール
等）などを用いることが好ましい。特に、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウリルメル
カプタン、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタンのアルキルメルカプタンを用いるのが好まし
い。また、Ｃ－Ｈ結合の水素原子が重水素原子やフッ素原子で置換された連鎖移動剤を用
いることもできる。なお、連鎖移動剤は勿論これらに限定されるものではなく、これら連
鎖移動剤は２種類以上を併用してもよい。
【００６５】
  ドーパントは、上記のような重合性化合物とは異なる屈折率を有する化合物である。そ
の屈折率差は０．００５以上であることが好ましい。ドーパントは、これを含有するポリ
マーが無添加のポリマーと比較して、屈折率が高くなる性質を有する。これらは、特許３
３３２９２２号公報や特開平５－１７３０２６号公報に記載されているような、モノマー
の合成によって生成されるポリマーとの比較において、溶解性パラメータとの差が７（ｃ
ａｌ／ｃｍ3 ）1/2 以内であると共に、屈折率の差が０．００１以上であり、これを含有
する重合体が無添加の重合体と比較して屈折率が変化する性質を有し、重合体と安定して
共存可能で、且つ前述の原料である重合性モノマーの重合条件（加熱および加圧等の重合
条件）下において安定であるものを、いずれも用いることができる。
【００６６】
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　また、ドーパントは重合性化合物であってもよい。重合性化合物のドーパントを用いた
場合には、これを共重合成分として含む共重合体が、これを含まない重合体と比較して、
屈折率が上昇する性質を有するものを用いることが好ましい。上記性質を有し、重合体と
安定した共存が可能で、かつ、前述のコア用モノマーあるいはクラッド原料である重合性
化合物の各種重合条件（加熱および加圧等の重合条件）下において安定であるものを、ド
ーパントとして用いることができる。本実施の形態では、コア用モノマーにドーパントを
含有させ、コア部を形成する工程において界面ゲル重合法により重合の進行方向を制御し
、屈折率調整剤の濃度に傾斜を持たせ、コア部に屈折率調整剤の濃度分布に基づく屈折率
分布構造を形成する方法を例示しているが、それ以外にもプリフォーム形成後に屈折率調
整剤を拡散させる方法も知られている（以下、屈折率の分布を有するコア部を「屈折率分
布型コア部」と称する）。屈折率分布型コア部を形成することにより、得られる光学部材
は、広い伝送帯域を有する屈折率分布型プラスチック光学部材となる。
【００６７】
  前記ドーパントとしては、例えば、安息香酸ベンジル（ＢＥＮ）、硫化ジフェニル（Ｄ
ＰＳ）、リン酸トリフェニル（ＴＰＰ）、フタル酸ベンジル－ｎ－ブチル（ＢＢＰ）、フ
タル酸ジフェニル（ＤＰＰ）、ビフェニル（ＤＰ）、ジフェニルメタン（ＤＰＭ）、リン
酸トリクレジル（ＴＣＰ）、ジフェニルスルホキシド（ＤＰＳＯ）などが挙げられ、中で
も、ＢＥＮ、ＤＰＳ、ＴＰＰ、ＤＰＳＯが好ましい。また、ドーパントは、例えばトリブ
ロモフェニルメタクリレートのように重合性化合物でもよく、その場合、マトリックスを
形成する際に、重合性モノマーと重合性ドーパントとを共重合させるので、種々の特性（
特に光学特性）の制御がより困難となるが、耐熱性の面では有利となる可能性がある。ド
ーパントの、コア部における濃度および分布を調整することによって、プラスチック光フ
ァイバーの屈折率を所望の値に変化させることができる。
【００６８】
　前述した重合開始剤や連鎖移動剤、屈折率調整剤の各添加量については、用いるコア用
モノマーの種類等に応じて、好ましい範囲を適宜決定することができる。本実施形態にお
いては、重合開始剤は、コア用モノマーに対して、０．００５～０．０５０質量％となる
ように添加しており、この添加率を０．０１０～０．０２０質量％とすることがより好ま
しい。また、前記連鎖移動剤は、コア用モノマーに対して、０．１０～０．４０質量％と
なるように添加しており、この添加率を０．１５～０．３０質量％とすることがより好ま
しい。そして、本実施形態のように、ドーパントを添加する場合の添加率は、コア用モノ
マーに対して、１質量％以上５０質量％以下とすることが好ましい。
【００６９】
　その他、コア部、クラッド部もしくはそれらの一部には、光伝送性能を低下させない範
囲で、その他の添加剤を添加することができる。例えば、コア部もしくはその一部に耐候
性や耐久性などを向上させる目的で、安定剤を添加することができる。また、光伝送性能
の向上を目的として、光信号増幅用の誘導放出機能化合物を添加することもできる。該化
合物を添加することにより、減衰した信号光を励起光により増幅することができ、伝送距
離が向上するので、例えば、光伝送リンクの一部にファイバ増幅器として使用することが
できる。これらの添加剤も、前記原料となる各種重合性化合物に添加した後、重合するこ
とによって、コア部、クラッド部もしくはそれらの一部に含有させることができる。
【００７０】
  ＧＩ型ＰＯＦのプリフォームの製造方法は、特許３３３２９２２号公報に記載されてい
るように、クラッドとなる樹脂の中空管を作成し、その管内にコアを形成する樹脂組成物
を注入し、塊状重合法の一種である界面ゲル重合法によりポリマーを重合することにより
コア部を形成する方法を例示することができる。この場合の重合条件、つまり重合温度や
順号時間は、用いるモノマーや重合開始剤により異なるが、一般的に好ましい条件がある
。その条件とは、例えば重合温度は、６０℃以上で、かつ生成するポリマーのガラス転移
点以下であることが好ましく、６０℃以上１５０℃以下であることが好ましい。また例え
ば重合時間は、５～７２時間であることが好ましく、５～４８時間であることがより好ま
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しい。不活性ガス雰囲気中で重合反応を行うことが好ましく、必要に応じて、加圧や減圧
を実施してもよい。この他にも、国際公開第０３／１９２５２号パンフレット記載の重合
条件を適用することにより、密度揺らぎのないコア部を形成することができる。また、そ
の他には、重合後の屈折率が異なる重合性組成物を逐次添加するコア部の形成法も知られ
ている。なお、本発明に用いられるＧＩ型光ファイバーのプリフォームの製造方法は、前
述の如く界面ゲル重合法に限定されるものではない。また、樹脂組成物は前述のように、
単一の屈折率を持つ樹脂組成物に屈折率調整剤を添加するものや、屈折率の異なる樹脂を
混合するもの、共重合などが用いられる。また、ＰＯＦは、ＧＩ型の他に、シングルモー
ド型、ステップインデックス型など様々な屈折率プロファイルを持つものが知られており
、本発明は、これらの製造方法により製造されたＰＯＦに適用することもできる。
【００７１】
　ＰＯＦの場合には、曲げ、耐候性の向上，吸湿による性能低下抑制，引張強度の向上，
耐踏付け性付与，難燃性付与，薬品による損傷からの保護，外部光線によるノイズ防止，
着色などによる商品価値の向上などを目的として、通常、その表面に１層以上の保護層を
被覆して使用する。
【００７２】
　保護層形成用材料としては、具体的に以下の材料を挙げることができる。これらは高い
弾性を有しているため、曲げなどの機械的な特性付与の観点でも効果がある。まず、ポリ
マーの一形態であるゴムを用いることもできる。具体的には、イソプレン系ゴム（例えば
、天然ゴム，イソプレンゴムなど），ブタジエン系ゴム（例えば、スチレン－ブタジエン
共重合ゴム，ブタジエンゴムなど），ジエン系特殊ゴム（例えば，ニトリルゴム，クロロ
プレンゴムなど），オレフィン系ゴム（例えば、エチレン－プロピレンゴム，アクリルゴ
ム，ブチルゴム，ハロゲン化ブチルゴムなど），エーテル系ゴム，ポリスルフィド系ゴム
，ウレタン系ゴムなどが挙げられる。
【００７３】
　また、保護層形成用材料としては、室温では流動性を示し、加熱することによりその流
動性が消失して硬化する液状ゴムを用いることができる。具体的には、ポリジエン系（例
えば、基本構造がポリイソプレン，ポリブタジエン，ブタジエン－アクリロニトリル共重
合体，ポリクロロプレンなど），ポリオレフィン系（例えば、基本構造がポリオレフィン
，ポリイソブチレンなど），ポリエーテル系（例えば、基本構造がポリ（オキシプロピレ
ン）など），ポリスルフィド系（例えば、基本構造がポリ（オキシアルキレンジスフィド
）など），ポリシロキサン系（例えば、基本構造がポリ（ジメチルシロキサン）など）な
どを挙げることができる。
【００７４】
　保護層形成用材料として、さらには、熱可塑性エラストマー（ＴＰＥ）を用いることも
できる。熱可塑性エラストマーは、室温ではゴム弾性を示し、高温では可塑化されて成形
が容易である物質群である。具体的には、スチレン系ＴＰＥ，オレフィン系ＴＰＥ，塩化
ビニル系ＴＰＥ，ウレタン系ＴＰＥ，エステル系ＴＰＥ，アミド系ＴＰＥなどが挙げられ
る。なお、前記列記したポリマーは、素線のポリマーのガラス転移温度Ｔｇ以下で成形可
能なものであれば、特に上記材料に限定されず、各材料間もしくは上記以外の共重合体や
混合ポリマーを用いることもできる。
【００７５】
　また、ポリマー前駆体と反応剤などとを混合した液を熱硬化させるものを保護層形成用
材料として用いることができる。例えば、特開平１０－１５８３５３号公報に記載のＮＣ
Ｏブロックプレポリマーと微粉体コーティングアミンとから製造される１液型熱硬化性ウ
レタン組成物を挙げることができる。また、国際公開第９５／２６３７４号パンフレット
に記載のＮＣＯ基含有ウレタンプレポリマーと２０μｍ以下の固形アミンとからなる１液
型熱硬化性ウレタン組成物なども用いることもできる。その他に、性能を改善する目的で
難燃剤、酸化防止剤、ラジカル捕獲剤、滑剤などの添加剤や、無機化合物及び／または有
機化合物からなる各種フィラーを加えることができる。
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【００７６】
　本発明では、所定の光伝送体にさらに必要に応じて上記の保護層を１次被覆層とし、外
周にさらに２次（または多層）被覆層を設けたものを用いてもよい。１次被覆が充分な厚
みを有している場合には、１次被覆の存在により熱ダメージが減少するため、２次被覆層
の素材の硬化温度の制限は、１次被覆層を被覆する場合に比べて、緩くすることができる
。２次被覆層には前述と同様に、難燃剤や紫外線吸収剤、酸化防止剤、ラジカル捕獲剤、
昇光剤、滑剤などを導入してもよい。なお、難燃剤については臭素を始めとするハロゲン
含有の樹脂や添加剤や燐含有のものがあるが、毒性ガス低減などの安全性の観点で難燃剤
として金属水酸化物を好ましく使うことができる。金属水酸化物はその内部に結晶水とし
て水分を有しており、またその製法過程での付着水が完全に除去できないため、金属水酸
化物による難燃性被覆は本発明の１次被覆層の外層に耐湿性被覆を設けてその外層にさら
に被覆層として設けることが望ましい。
【００７７】
　また、複数の機能を付与させるために、様々な機能を有する被覆を積層させてもよい。
例えば、前述の難燃化以外に、吸湿を抑制するためのバリア層や水分を除去するための吸
湿材料、例えば吸湿テープや吸湿ジェルを被覆層内や被覆層間に有することができ、また
可撓時の応力緩和のための柔軟性素材層や発泡層等の緩衝材、剛性を向上させるための強
化層など、用途に応じて選択して設けることができる。樹脂以外にも構造材として、高い
弾性率を有する繊維（いわゆる抗張力繊維）および／または剛性の高い金属線等の線材を
熱可塑性樹脂に含有すると、得られるケーブルの力学的強度を補強することができること
から好ましい。抗張力繊維としては、例えば、アラミド繊維、ポリエステル繊維、ポリア
ミド繊維が挙げられる。また、金属線としてはステンレス線、亜鉛合金線、銅線などが挙
げられる。いずれのものも前述したものに限定されるものではない。その他に保護のため
の金属管の外装、架空用の支持線や、配線時の作業性を向上させるための機構を組み込む
ことができる。
【００７８】
　また、本発明の光通信方式においては、ケーブルの形状は使用形態によって、ＰＯＦあ
るいは心線を同心円上にまとめた集合ケーブルや、これらを横に一列に並べたテープ状の
もの、さらにそれらを押え巻やラップシースなどでまとめた集合ケーブルなど用途に応じ
てその形態を選ぶことができる。
【００７９】
　また、本発明の光通信方式でＰＯＦを用いた光デバイスを用いる場合には、接続用光コ
ネクタを用いて光デバイスにおける接続部を確実に固定することが好ましい。コネクタと
しては一般に知られている、ＰＮ型、ＳＭＡ型、ＳＭＩ型、Ｆ０５型、ＭＵ型、ＦＣ型、
ＳＣ型などの市販の各種コネクタを利用することも可能である。
【００８０】
　本発明では、種々の発光素子を用いることができるが、光の放射角が狭いうえに集積率
が上げられ、比較的低い電流で動作することや、構成する元素組成比によって発振波長を
変化させることができることから、特開平７－３０７５２５号公報、特開平１０－２４２
５５８号公報、特開２００３－１５２２８４号公報の記載の様に、面発光型半導体レーザ
ー（ＶＣＳＥＬ）を光源として用いることがより好ましい。その他に本発明では、種々の
受光素子、光スイッチ、光アイソレータ、光集積回路、光送受信モジュールなどの光部品
を含む光信号処理装置等が組み合わされて通信することができる。それらに関連する技術
としてはいかなる公知の技術も適用でき、例えば、プラスティックオプティカルファイバ
の基礎と実際（エヌ・ティー・エス社発行）、日経エレクトロニクス２００１．１２．３
号１１０頁～１２７頁「プリント配線基板に光部品が載る，今度こそ」などを参考にする
ことができる。前記文献に記載の種々の技術と組み合わせることによって、コンピュータ
や各種デジタル機器内の装置内配線、車両や船舶などの内部配線、光端末とデジタル機器
、デジタル機器同士の光リンクや一般家庭や集合住宅・工場・オフィス・病院・学校など
の屋内や域内の光ＬＡＮ等をはじめとする、高速大容量のデータ通信や電磁波の影響を受
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けない制御用途などの短距離に適した光伝送方式に好適に用いることができる。
【００８１】
　さらに、ＩＥＩＣＥ　ＴＲＡＮＳ．　ＥＬＥＣＴＲＯＮ．，ＶＯＬ．Ｅ８４－Ｃ，Ｎｏ
．３，ＭＡＲＣＨ　２００１，ｐ．３３９－３４４　「Ｈｉｇｈ－Ｕｎｉｆｏｒｍｉｔｙ
　Ｓｔａｒ　Ｃｏｕｐｌｅｒ　Ｕｓｉｎｇ　Ｄｉｆｆｕｓｅｄ　Ｌｉｇｈｔ　Ｔｒａｎｓ
ｍｉｓｓｉｏｎ」，エレクトロニクス実装学会誌　Ｖｏｌ．３，Ｎｏ．６，２０００　４
７６頁～４８０頁「光シートバス技術によるインタコネクション」の記載されているもの
や、特開２００３－１５２２８４号公報に記載の導波路面に対する発光素子の配置；特開
平１０－１２３３５０号、特開２００２－９０５７１号、特開２００１－２９００５５号
等の各公報に記載の光バス；特開２００１－７４９７１号、特開２０００－３２９９６２
号、特開２００１－７４９６６号、特開２００１－７４９６８号、特開２００１－３１８
２６３号、特開２００１－３１１８４０号等の各公報に記載の光分岐結合装置；特開２０
００－２４１６５５号等の公報に記載の光スターカプラ；特開２００２－６２４５７号、
特開２００２－１０１０４４号、特開２００１－３０５３９５号等の各公報に記載の光信
号伝達装置や光データバスシステム；特開２００２－２３０１１号等に記載の光信号処理
装置；特開２００１－８６５３７号等に記載の光信号クロスコネクトシステム；特開２０
０２－２６８１５号等に記載の光伝送システム；特開２００１－３３９５５４号、特開２
００１－３３９５５５号等の各公報に記載のマルチファンクションシステム；や各種の光
導波路、光分岐器、光結合器、光合波器、光分波器などを組み合わせることで、多重化し
た送受信などを使用した、より高度な光伝送方式を構築することができる。以上の光伝送
用途以外にも照明（導光）、エネルギー伝送、イルミネーション、センサ分野にも用いる
ことができる。
【００８２】
　なお、本発明の光通信方式は、上記の実施形態のＧＩ型ＰＯＦ以外のものとして、例え
ば、ステップインデックス（ＳＩ）型や単一モード（ＳＭ）型のＰＯＦを使用した場合に
ついても適用可能である。そして、本発明は、管状のクラッドとそのクラッドの中のコア
とで形成させるような光伝送体に限定されるものではなく、平板状の光伝送体やレンズ等
にも適用することができる。例えば、光導波路等の平板状の光伝送体の場合には、屈折率
を平板の少なくとも一部の厚み方向で異なる（ａｘｉａｌＧＲＩＮと称される場合がある
。）ように製造するたものを使用するときに本発明を適用することができる。また、球状
のものの場合には、径方向の球中心から外表面にかけて屈折率が異なる（ｓｐｈｅｒｉｃ
ａｌＧＲＩＮと称される場合がある。）ように製造されたものの場合に本発明を適用する
ことができる。
【００８３】
　以下、実施例を示し、本発明を具体的に説明するが、本発明はこれに限定されるもので
はない。
【実施例】
【００８４】
［実験１］
　目的とするプリフォーム１５の外径に対応する内径を有する、充分な剛性をもった重合
容器を用いてクラッド１２を製造した。この重合容器は、内径２２ｍｍ、長さ６００ｍｍ
の円筒状容器である。水分を１００ｐｐｍ以下となるように除去された全重水素化メチル
メタクリレート（ＭＭＡ－ｄ８）を下記の各種添加剤等と混合し、５０℃に温度調整した
後、前記重合容器に所定量注入した。ＭＭＡの重合開始剤としてはジメチルアゾビスイソ
ブチレートを用い、連鎖移動剤（分子量調整剤）としてはｎ－ドデシルメルカプタンを用
いた。ＭＭＡ－ｄ８に対して、ジメチルアゾビスイソブチレートは０．０５質量％、ｎ－
ドデシルメルカプタンは０．４質量％配合した。
【００８５】
　その後、上記ＭＭＡ溶液が注入された重合容器を、減圧下において５分間超音波脱気を
行った後、密封した。この重合容器を７０℃の湯浴に供し、震盪を加えながら２時間の予
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備重合を行った。その後、重合容器を６５℃下にて水平状態にして、高さ方向が水平とな
る状態に保持した。３０００ｒｐｍにてこの重合容器を回転させながら、１時間加熱下で
重合した後、７０℃に昇温し、更に４時間加熱下で重合した。その後、９０℃で２４時間
の熱処理を行い、全重水素化ＰＭＭＡからなる円筒管を得てこれをクラッド１２とした。
【００８６】
　次に、得られたクラッド１２を重合容器から取り出し、９０℃に設定された恒温槽にて
、２時間の熱処理を実施した。この熱処理は、９×１０4 Ｐａの減圧度で実施した。その
後、クラッド１２の中に、コア用モノマーとしてのＭＭＡ－ｄ８とドーパントとを注入し
た。ＭＭＡ－ｄ８は、水分を１００ｐｐｍ以下に除去した溶液であり、ドーパントとして
は、硫化ジフェニルを用いて、これをＭＭＡ－ｄ８に対して７質量％混合した。この注入
に先だって、混合溶液を、濾過精度０．２μｍの四フッ化エチレン製メンブランフィルタ
で濾過しつつ、濾液を直接クラッド１２に注入した。この際に、クラッド１２の内面にク
ラックは発生しなかった。
【００８７】
　重合開始剤としてはジ－ｔ－ブチルパーオキサイド（十時間半減期温度は１２３．７℃
）を用い、連鎖移動剤としてはドデシルメルカプタンを用いた。ＭＭＡ－ｄ８に対し、ジ
－ｔ－ブチルパーオキサイドは０．０１６質量％、ドデシルメルカプタンは０．２７重量
％配合した。このＭＭＡ－ｄ８等を注入したクラッド１２は、減圧下にて５分間超音波脱
気を行った後に、ガラス管５２内に挿入され、重合容器４１にセットされた。なお、ガラ
ス管５２は、クラッド１２の外径に対し９％だけ広い内径をもつものである。ガラス管５
２は、重合容器５１に垂直に静置した。その後、重合容器４１内を窒素置換した後、０．
０５Ｍｐａ加圧し、１００℃で４８時間加熱重合した。その後、１２０℃で、２４時間、
加熱重合および熱処理を行った。重合完了後、加圧量を０．０５Ｍｐａに保持したまま０
．０１℃／ｍｉｎの冷却速度にて、８０℃にまで降温した後に、プリフォーム１５を得た
。
【００８８】
　得られたプリフォーム１５には、重合完了時に体積収縮による気泡の混入はなかった。
このプリフォーム１５を、２３０℃に設定した加熱延伸（線引き）し、直径約４００～５
００μｍのＰＯＦ１７を製造した。延伸工程１６において、プリフォーム１５には気泡の
発生は観察されず、安定して長さ５００ｍのＰＯＦ１７を得ることができた。
【００８９】
　得られたＰＯＦ１７を、恒温槽にて乾燥した。この乾燥条件は、温度２５℃、減圧度９
×１０4 Ｐａ、１００時間とした。その後、伝送損失の波長スペクトルを６００～９００
ｎｍの波長範囲で測定し、ＰＯＦ１７の乾燥時における伝送損失Ｐ１のデータを採取した
。なお、用いた測定装置は、安藤電気（株）製のスペクトルアナライザ（型式；ＡＱ６３
１５Ｂ）である。
【００９０】
　次に、このＰＯＦ１７を、恒温槽で飽和吸水状態とした。吸水状態とするための条件は
、温度４０℃、相対湿度９５％、２４０時間とした。その後、伝送損失の波長スペクトル
を６００～９００ｎｍの波長範囲で乾燥時と同じスペクトルアナライザを用いて測定し、
ＰＯＦ１７の飽和吸水時における伝送損失Ｐ２のデータを採取した。これらのデータは、
先の実施形態において図示し説明した図５及び図６である。
【００９１】
　得られたデータＰ１及びＰ２により伝送損失増加量Ｌを求めて、伝送損失増加量Ｌと伝
送損失比Ｌ／Ｐとの各波長依存性データを得た。これらのデータは既に上記の実施形態に
て説明した図７及び図８である。
【００９２】
［実験２］
　ドーパントを全重水素化ブロモベンゼンに代えた以外は実験１と同様に実施した。得ら
れた伝送損失データは、既に上記の第２の実施形態にて説明した図９～図１２である。
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【００９３】
　本実施例の結果、実験１では、５５０～７０２ｎｍと７８５～８０５ｎｍの波長範囲に
おいて飽和吸水時での伝送損失が２００ｄＢ／ｋｍ以下となり、また、これらの各波長範
囲において、ＯＨ振動吸収と基本損失との双方を考慮した低損失波長領域は６８４ｎｍと
７９１ｎｍとであり、それらの各伝送損失は９３ｄＢ／ｋｍ及び１７７ｄＢ／ｋｍであっ
た。また実験２では、５５０～７１５ｎｍ、７９２～８０５ｎｍの波長範囲において飽和
吸水時での伝送損失が２００ｄＢ／ｋｍ以下となり、また、これらの各波長範囲において
、ＯＨ振動吸収と基本損失との双方を考慮した低損失波長領域は６５２ｎｍと７９５ｎｍ
とであり、各伝送損失は９０ｄＢ／ｋｍ及び１７８ｄＢ／ｋｍであった。これらの波長は
、ＰＯＦに吸収された水のＯＨ吸収波長の影響が小さい領域と一致しており、したがって
、この領域を通信波長とするとＰＯＦが吸水した場合でも安定した通信を連続して実施す
ることができることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】本発明の実施形態としてのプラスチック光ファイバの製造工程を示す概略図であ
る。
【図２】実施形態であるプリフォームの断面図である。
【図３】プリフォームの径方向における屈折率を示す図である。
【図４】ＰＯＦのコア部を生成するための重合装置を示す断面図である。
【図５】乾燥時における伝送損失と波長との関係を示すグラフである。
【図６】飽和吸水時における伝送損失と波長との関係を示すグラフである。
【図７】飽和吸水による伝送損失増加量と波長との関係を示すグラフである。
【図８】乾燥時の伝送損失に対する伝送損失増加量の比を示すグラフである。
【図９】別の実施形態の乾燥時における伝送損失と波長との関係を示すグラフである。
【図１０】飽和吸水時における伝送損失と波長との関係を示すグラフである。
【図１１】飽和吸水による伝送損失増加量と波長との関係を示すグラフである。
【図１２】乾燥時の伝送損失に対する伝送損失増加量の比を示すグラフである。
【符号の説明】
【００９５】
　１２　　クラッド
　１５　　プリフォーム
　３０　　コア
　４０　　重合装置
　４１　　重合容器
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